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（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況

－1－

【運送事業者の規模（北ト協会員）】

・中小企業が９割以上のトラック業界
・保有車両台数１０台以下の小規模事業者が約５割を
占める。

令和４年度の国内におけるトラック輸送の分担率は91.4％。
令和３年度の道内においては96.4％をトラック輸送が担っている。

（令和4年度） （令和３年度）

出典：全ト協 日本のトラック輸送現状と課題 出典：北海道運輸局 北海道の運輸令和5年度版

※北ト協調べ



（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況

－2－

※厚生労働省「賃金構造基本統計調査」ほかより国土交通省作成

●今の働き方にどのくらい満足しているか
「NHK・トラックドライバーに聞いたWebアンケート」より

・長時間労働やそれに伴う労働の対価が満足では
ないというのが不満の原因。
働き方改革の推進により、「労働時間減少＝給

与減額」では離職者が増えるため、運賃交渉の継
続・生産性向上をするなどし、給与の維持もしく
はベースアップを目指さなければならない。



（公社）北海道トラック協会－3－

「R6年度・広報活動」 日本経済新聞／北海道新聞・読売新聞

【日本経済新聞・掲載日】
・令和6年6月18日
・令和6年6月25日
・令和6年7月23日
・令和6年8月20日
・令和6年9月25日
・令和6年10月22日
・令和6年11月19日
・令和6年12月17日
・令和7年1月21日
・令和7年2月18日

【北海道新聞：掲載日】
・令和6年6月9日
・令和6年7月15日
・令和6年8月13日
・令和6年10月14日

【読売新聞：掲載日】
・令和6年6月12日
・令和6年7月17日
・令和6年8月14日



（公社）北海道トラック協会－4－

「R6年度・広報活動」

＜放映スケジュール／約23万本＞

令和6年7月1日～令和7年3月15日

ＴＶer・30秒



（公社）北海道トラック協会－5－

「R6年度・荷主対策事業」 【協力依頼文書の発出】
【荷主企業への周知】

（1）関係行政機関から道内荷主企業への協力依頼文書の発出
平成28年度より関係行政機関のご協力により、道内荷主企業へ協力要請文書の発出をいただい

ており、令和6年度は令和7年3月6日・道内荷主企業4,873社へ北海道運輸局、北海道労働局、
北海道経済産業局、北海道農政事務所の連名による依頼文書（「2024年問題」に対応した道内
物流を構築するために）及び関係資料の発出をいただいた。

令和７年３月６日
トラック輸送を利用される荷主の皆様へ

国土交通省 北海道運輸局
厚生労働省 北海道労働局
経済産業省 北海道経済産業局
農林水産省 北海道農政事務所

「2024年問題」に対応した道内物流を構築するために
～トラックドライバーの負担を軽減した輸送体制の実現に御協力ください～

平素は格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。
トラック運送事業は、国民生活や経済産業活動を支えるライフラインとして物流を担っ

ていますが、少子高齢化に伴う労働力の需給バランスが崩れ他業界においても人手不足
が叫ばれている中、トラック運送業界の労働環境は、全産業の平均値と比べ「労働時間
が約２割長く」、「年間所得は約5～15％も低い」ことから、トラックドライバーの担い
手不足は年々深刻な状況となっています。
更には若年層の就業割合が低く、ドライバーの高齢化が顕著でこのまま対策を講じなけ

れば担い手の減少が急激に進み、持続的で安定した輸送力の確保が難しい状況となります。

御承知のとおり、令和６年４月からは働き方改革関連法における時間外労働規制の見直
しにより、トラック運送事業者に対する罰則付きの時間外労働上限規制（年960時間）が
適用となり、また、労働時間等のルールである「自動車運転者の労働時間等の改善のため
の基準（改善基準告示）」も併せて適用となったことから、現在、トラック運送事業者は
労働時間削減のため、業務効率化による生産性の向上及び配送ルートの最適化などの取組
を推進しております。
政府もトラックドライバーの労働環境改善を図り、かつ、賃金水準を全産業並みまで引

き上げるため、コストに見合った適正な対価を収受できるよう、荷主に対する交渉力が弱
いトラック運送事業者のために、今般「標準的な運賃」を改めて告示したところです。
荷主企業の御理解もあり運賃水準は改善しつつあるものの、国土交通省調べにおいては
「標準的な運賃を概ね収受できている」全国のトラック運送事業者の割合は20％と停滞し
ています。

このように、ドライバーの担い手不足に喘ぐトラック業界においては、人手不足を改善
するために「標準的な運賃」や「料金（運送以外の業務）」の収受が急務な状況であり、
仮にこの問題が長引けば、ドライバーの賃金低下を招き離職率が上昇することも危惧され
ており、また、時間外労働時間については将来的に一般則（720時間）の上限規制を目指
すこととされています。
「2024年問題」は始まりに過ぎず、今後の輸送力を確保するためには、官民連携で物

流革新を実現するための実効性ある対策を講じていかなければなりません。
特に北海道は、安全で安心な食糧の供給地域としての役割を担っており、道内の第一次

産品の輸送が滞ることは道産品のブランド力を損なうこととなり、また、日本全国に与え
る影響も計り知れないと憂慮しております。

荷主の皆様におかれましても、下記の取組について御理解いただき、物流のパートナー
であるトラック運送事業者と相互に協力し、「荷待ち・荷役時間の削減」や「ＤＸを活用
した物流」、「他輸送モードとの連携」などの取組により、トラックドライバーの負担軽
減と荷主の物流生産性向上を進め、持続的で安定した輸送体制の確保に向け、御協力をよ
ろしくお願い申し上げます。



（公社）北海道トラック協会－6－

「R6年度・セミナー開催」 【ＤＸ系】

＜ミニDXセミナー＞

＜展示会＞

助成額（概要）助成事業名

1台目：100,000円
2台目：150,000円

自動点呼機器・
ＤＸ導入促進助成

年度
計

北
見

釧
根

十
勝

旭
川

室
蘭

函
館

札
幌

812111414940R5

782771312334R6



（公社）北海道トラック協会－7－

「R6年度・セミナー開催」 【人材確保・経営系】

・外国人労働者を受け入れる「特定技能制度」説明会

・運賃交渉等個別相談会

・陸運事業者のための安全マネジメント研修

・過労死等防止対策セミナー

・北海道運輸局「トラック・物流Ｇメン」及び
北海道労働局「荷主特別対策担当官」をお招きし、

トラック運送事業者を取り巻く諸課題や労働規制適用
後の荷主対応等について意見交換会を開催（17回）



（公社）北海道トラック協会－8－

「人材確保事業」

【自衛隊退職者向け講習会
（５１～５４歳）】

【任期制自衛官の就職援護
「業界研修」講義】

【高校生を対象とした業界紹介】

【トラックドライバー求人サイト】

【TVer広告】

【外国人材採用セミナー】

【インターンシップ】

【物流施設体験会（地区ト協）】



【イメージアップ】

●新聞広告

●テレビ・ラジオ広報

（公社）北海道トラック協会－9－

「人材確保事業」

【HPの活用】

【YouTubeチャンネルの活用】

【子ども交通安全教室】

【トラックの日】

【トラック協会杯サッカー大会】



（公社）北海道トラック協会－10－

「R7年度・広報活動スケジュール」



（公社）北海道トラック協会－11－

「R7年度・広報活動」日本経済新聞／北海道新聞・読売新聞



差替え

【コメント】
トラック運送事業者は

【コメント】
物流のパートナーです

「R7年度・広報活動」 物流の重要性を連想させるCM 「ＴＶＣＭ・15秒」ver

（公社）北海道トラック協会－12－

＜民放5局>



差替え

【コメント】
トラック運送事業者は

【コメント】
物流のパートナーです。

「R7年度・広報活動」 物流の重要性を連想させるCM 「ＴＶer／シネアド30秒」ver

（公社）北海道トラック協会－13－



－14－

「R7年度・人材確保事業」 【助成事業】

助成額（概要）事業名（人材系の助成事業）

一般・深夜業健診1,５00円【ドライバー健康診断助成】

2,500円（上限）【睡眠時無呼吸症候群(SAS)助成】

・眼科検診：10,000円（上限）
・脳MRI・脳ドック・心臓ドック健診：20,000円（上限）
・人間ドック：30,000円（上限）

ドライバー健康起因事故防止助成

大型100,000円（上限）、中型・準中型50,000円（上限）
けん引50,000円（上限）、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ5,000円（上限）

受験資格特例教習100,000円（上限）
【運転免許取得等支援助成】

新規・同位継続40,000円【運転者職場環境良好度認証制度取得促進助成】

1台目：200,000円（上限） 2台目：150,000円（上限）【自動点呼機器導入促進助成】

50,000円（上限）【求人情報掲載促進助成金】

30,000円（上限）【労働災害防止対策昇降設備等導入助成】

50,000円（上限）【血圧計導入促進助成】（全ト協）

・3日間：90,000円 ・4日間：110,000円
・5日間以上：130,000円

【インターンシップ導入促進助成】 （全ト協）

200,000円（上限） ※外国人材採用・人材紹介・採用ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ費用【人材確保対策支援事業助成】

※赤字：R7年新規
（公社）北海道トラック協会



（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況【R6北ト協調査】

－15－

【ドライバー年齢（道内）】

【比率（道内）】

・道路貨物運送業の就業年齢を全国ベースで見
ると、全産業平均に比べ若年層と高齢層の就業
割合が低く、中年層の割合が高い。

・北ト協調査における道内の就業年齢は中年層
の割合が全国平均を上回っている状況。
特に50歳代（男性）を見ると道内は10％多い。

【年齢構成（全国）】



（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況【R6北ト協調査】

－16－

【ドライバーの採用状況】

【ドライバーの人手不足感】

・ドライバーの採用に関して、何らかの
問題を抱えている事業者が全体の約79％
に達する

・特に保有車両数30台以下の事業者おい
ては採用も進まず、また、ドライバーも
慢性的に不足しており人手不足が顕著

・他業界においても人材不足の中、ドラ
イバーの労働環境改善も進まず、日本人
材の採用がままならないことから、外国
人材の採用も視野に入れ始めている状況

【ドライバーの募集方法】

【特定技能外国人の受入れ】



（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況【R6北ト協調査】

－17－

【標準的な運賃の交渉は？】

【燃料サーチャージの交渉は？】

＜交渉できていない理由＞
・必要なし（12）
・直接交渉できない（3）
・仕事が無くなったら困る（2）
・下請のため（2）
・本社対応のため（2）
・自社配送のみ（2）

＜交渉できていない理由＞
・運賃交渉したため（18）
・必要なし（15）
・運賃に含む（12）
・荷主が理解していない（8）
・ｻｰﾁｬｰｼﾞを導入していない（7）
・仕事が無くなったら困る（5）
・荷主が親会社のため（3）

R6調査
（％）

R5調査
（％）

R4調査
（％）

区分

27.730.321.6改善された

53.659.762.1一部改善された

5.39.213.4変わらない

00.20.8悪くなった

1.20.51.8その他

12.20.20.2未回答

R6調査
（％）

R5調査
（％）

R4調査
（％）

区分

88.289.684.9交渉した

10.99.713.8交渉できていない

0.90.71.4未回答

●交渉の結果

＜参考＞

R6調査
（％）

R5調査
（％）

R4調査
（％）

区分

13.017.216.9改善された

23.249.850.3一部改善された

17.131.929.7変わらない

0.100.6悪くなった

0.90.72.6その他

45.60.50未回答

R6調査
（％）

R5調査
（％）

R4調査
（％）

区分

55.261.659.5交渉した

40.235.937.6交渉できていない

4.62.52.9未回答

●交渉の結果 ＜参考＞

●交渉の結果

・道内の標準的な運賃の会員届出率
は６月末現在81.1％
・交渉した割合は3年平均87％超

・Ｒ６調査では交渉した割合が下がっ
ているが、平均では約59％という水準。
・交渉出来ていない理由については、
「荷主に理解が無い」・「運賃を改善
して貰ったから」という回答が多くを
占める。



（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況【R6北ト協調査】

－18－

【「2024年問題」への対応】

・給与水準を改善した事業者の割合が低く、また、今後、実施したいという事業者も10.3％に留まる
・燃料費等の価格上昇により、運賃値上げ分を人件費に充当できていないものと思慮。
・標準的な運賃の収受に向けた交渉を継続し、早急にドライバーの労働環境を改善しなければならない。

「実施していること」 「予定していること」



（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況【R6北ト協調査】

－19－

【2024年問題への影響は？】

・影響が「ある」との回答は３年連続減少傾向
「ない」との回答は３年連続増加傾向
・各社、業務改善に取り組み対応策を講じた結果、現段階
では影響が最小限に留まっているのではないかと推測。

R6調査（％）R5調査（％）R4調査（％）区分

49.162.162.8あ る

48.936.535.0な い

2.01.42.2未回答

R6調査（％）R5調査（％）R4調査（％）区分

50.740.845.81～2割

15.724.934.43～4割

6.610.88.45～6割

4.46.36.27～8割

0.82.71.99～10割

21.814.63.3未回答

＜参考＞



（公社）北海道トラック協会

道内トラック運送業界の概況【R6北ト協調査】

－20－

【荷主と定期的な協議の機会は？】

・「協議の場がある」が4.9P増、「協議の場が無い」が5.5ポイント減だが、
左図のとおり保有台数10台以下の小規模事業者ほど協議の場を有していない。
・荷主の理解度については、「ある」が17.5P増、「ない」が16.6P減。
数字では、「2024年問題」や「標準的な運賃」等について確実に荷主への浸

透が図られているように見えるが、より一層、適正な運賃・料金の転嫁対策を
推進するとともに、商慣行の見直しについても働きかけが必要がある。

【荷主の理解が進んできていると思うか？】

＜理解がある理由＞

・荷主が理解し対応してくれる（66）
・多少、理解されてきている（52）
・運賃値上げに対応してくれる（45）
・運賃交渉がやりやすくなった（29）
・2024年問題が話題になる（29）
・ニュースや新聞等広告の効果（18）
・話を聞いてくれる（17）

＜理解がない理由＞

・何も変わりない（21）
・関心が無いと思う（16）
・運賃が上がらない（15）
・荷主の理解不足（14）
・浸透していない（13）

R6調査
（％）

R5調査
（％）

R4調査
（％）

区分

59.642.142.5あ る

33.049.651.4な い

7.58.46.1未回答

●協議の場が必要か？


